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第１章 計画策定にあたって             

 

 第１節 計画策定の趣旨 

 

 「片品村障害福祉計画」（以下、「本計画」という。）は、「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援

法」という。）に基づき、国が定める「障害福祉サービス及び相談支援並びに

市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体制の整備並びに自立支援給

付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（平成

18 年厚生労働省告示第 395 号。以下、「国の基本指針」という。）に即し、策

定するものです。 

 障害者総合支援法に基づく「障害福祉サービス」、「相談支援」及び「地域

生活支援事業」並びに児童福祉法に基づく「障害児通所支援」及び「障害児相

談支援」における各種サービスが計画的に提供されるよう、平成 29 年度にお

ける目標値の設定と各年度のサービス量を見込むとともに、サービスの提供体

制の確保や推進のための取り組みを定めます。 

 

 障害福祉計画は、障害福祉サービスの実施計画的なものとして位置づけられ、

３か年を１期として策定する計画となっています。 

 本村においても、平成１８年度から３か年を１期として本計画を策定してき

ました。平成 18 年度から平成 20 年度までを計画期間とした第１期計画では、

平成 23 年度における障害福祉サービスの数値目標に向けた中間段階と位置づ

け策定しました。続いて、平成 21 年度から平成 23 年度の３か年を計画期間と

した第２期計画では、新体系サービスへの移行に係る課題や第１期計画の実績

を踏まえ、数値目標や取り組み等の見直しを実施、平成 24 年度から平成 26 年

度までを計画期間とした第３期計画では、新体系移行後のサービスの数値目標

やその提供体制の確保・推進への取り組み等について定めました。 

 「片品村第４期障害福祉計画」（以下、第４期計画という。）は、障害者総

合支援法に基づき、平成 27 年度から平成 29 年度までの３年間を計画期間とし

て、具体的な数値目標や各年度における障害福祉サービス等の見込量を設定

し、本村における障害福祉施策の一層の充実を図るために策定するものです。 
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 障害者総合支援法において、市町村障害福祉計画に盛り込む事項は、次の３

点が挙げられています。 

 １ 各年度における障害福祉サービス又は相談支援の種類ごとの必要な量

の   見込み 

 ２ 障害福祉サービス又は相談支援の種類ごとの必要な見込量の確保のた

め   の方策 

 ３ 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

 

 

 

（参考）【障害者総合支援法第 88 条（市町村障害福祉計画）】 

 

第八十八条  市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づ

く業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 

２  市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一  障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二  各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必

要な量の見込み 

三  地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３  市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項について定めるよ

う努めるものとする。 

一  前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要

な見込量の確保のための方策 

二  前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び同項第三号の

地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安定所その他の職業リハビ

リテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携に関する事項 

４  市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況その他の事情を

勘案して作成されなければならない。 

（以下省略） 
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 第２節 障害者制度改革の経緯 

 

 （１）社会福祉基礎構造改革と支援費制度 

 平成 11 年 6 月に当時の厚生省より｢社会福祉基礎構造改革について｣として

社会福祉事業法等改正法案大綱骨子が示されました。 

 この改革は、昭和 26 年の社会福祉事業法制定以来大きな改正の行われてい

ない社会福祉事業、社会福祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度につ

いて、今後増大・多様化が見込まれる国民の福祉需要に対応するため、見直し

を行うものでした。 

 この改革の理念は、｢個人が尊厳をもってその人らしい自立した生活が送れ

るよう支えるという社会福祉の理念に基づいて推進する｣としています。また、

以下のような具体的な方向性が掲げられました。 

・個人の自立を基本とし、その選択を尊重した制度の確立 

・質の高い福祉サービスの拡充 

・地域での生活を総合的に支援するための地域福祉の充実 

 これを受け、障害者の自己決定を尊重し、事業者との対等な関係・契約によ

りサービスを利用する仕組みとして、平成 15 年に「支援費制度」が導入され

ました。 

 ノーマライゼーションの理念に基づいて導入された支援費制度により、障害

者保健福祉施策は飛躍的に充実しましたが、 

 ①身体障害・知的障害・精神障害といった障害種別ごとに縦割りでサービス  

が提供され、 

 ②施設・事業体系がわかりにくく使いにくいこと、 

 ③それぞれの市町村間におけるサービスの提供体制の格差が大きいこと、 

 ④支援費制度における国と地方自治体の費用負担のルールでは、増え続ける  

サービス利用のための財源を確保することが困難なこと 

等、制度上の問題点が指摘されていました。 
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（２）障害者自立支援法 

 支援費制度の問題点や課題を解決するとともに、障害のある人々が利用でき

るサービスを充実し、一層の推進を図るために、平成 18 年 4 月に障害者自立

支援法が施行されました。同法の主な柱は、①障害の種別にかかわらずサービ

スが利用できるよう障害福祉サービスを一元化し、施設・事業を再編、②市町

村が一元的にサービスを提供する、③利用者応益負担と国の財政責任の明確

化、④就労支援の抜本的強化、⑤支給決定の仕組みの透明化・明確化等が挙げ

られます。また、障害のある人々の自立を支えるために、障害福祉サービス、

相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（市町村障害福

祉計画）の策定が定められました。 

＜障害者自立支援法をめぐる動向＞ 

 障害者自立支援法の施行後、①サービス利用料１割負担の導入による利用者

の負担増大、②事業報酬の減収、③新事業体系への転換の遅れ、④地域生活支

援事業の実施への不安等が課題として挙げられました。 

 このため国では、平成 18 年から平成 20 年度の３年間の特別対策として、①

利用者負担の更なる軽減、②事業者に対する激変緩和措置、③新法への円滑な

移行等のための緊急的な経過措置を実施しました。また、平成 19 年 12 月には、

障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置として、①利用者負担の

見直し、②事業者の経営基盤の強化、③グループホーム等の整備促進を実施し

ました。さらに、平成 22 年 4 月には、低所得者の障害福祉サービス及び補装

具に係る利用者負担について無料化としています。 

 

（３）障害者総合支援法への改正 

 障害者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、障害者（児）を権利の

主体と位置づけた基本理念を定め、制度の谷間を埋めるために障害児について

は児童福祉法を根拠法に整理し直すとともに、難病を対象とするなどの改正を

行い、「障害者自立支援法」に代わるものとして、平成 25 年 4 月「障害者総

合支援法」が施行されました（障害者総合支援法の概要は次頁以降参照）。 
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 第３節 障害者総合支援法の概要 

 

（１）目的の改正 

 法の目的で「障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営む」と

の表記を「障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさ

わしい日常生活又は社会生活を営む」とするとともに、「地域生活支援事業」

による支援を含めた総合的な支援を行うことが明記されました。 

 

（２）基本理念の創設 

 第 1 条の２に新たに「基本理念」を創設され、 

①全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されること 

②全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会を実現すること 

③全ての障害者及び障害児が可能な限りその身近な場所において必要な日常

生活又は社会生活を営むための支援を受けられること 

④社会参加の機会が確保されること 

⑤どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において

他の人々と共生することを妨げられないこと 

⑥障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資する

ことが掲げられました。 

 

（３）障害者・障害児の範囲の見直し 

 法が対象とする障害者・障害児の範囲について、これまで示されていた身体

障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害者を含む）に、制度の谷間となっ

て支援の充実が求められていた難病等（治療方法が確立していない疾病その他

の特殊の疾病であって、政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が

定める程度である者）が加えられました（対象疾患は９頁参照）。 
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（４）障害支援区分の見直し 

障害者自立支援法の「障害程度区分」について、名称を「障害支援区分」に

改めるとともに、区分の認定が障害の多様な特性や心身の状態に応じて適切に

行われるよう、認定調査項目や各項目の判断基準等の見直しが行われました。 
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Ẽ ─ 131
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⌐ ∆╢ ─  

ᵑ ─  

 これまで「重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障害者」とされて

きた対象を「重度の肢体不自由者その他の障害者であって常時介護を要するも

のとして厚生労働省令で定めるもの」に改正され、重度の知的障害若しくは精

神障害により行動上著しい困難を有する障害者に対象が拡大されました。 

 

ᵒ◔▪ⱱכⱶ≤◓ꜟכⱪⱱכⱶ─  

 共同生活を行う住居における介護サービスが柔軟に提供できるよう、ケアホ

ーム（共同生活介護）とグループホーム（共同生活援助）がグループホームに

一元化され、地域生活の基盤となる住まいの場の確保の促進が図られました。

また、１人で暮らしたいというニーズに応えていく観点から、グループホーム

と連携した「サテライト型住居」が創設されました。 

 

ᵓ ─  

 住居の確保や障害福祉サービスの体験利用・体験宿泊のサポートなど地域生

活へ移行するための支援を内容とする「地域移行支援」の対象（障害者支援施

設等に入所している障害者、精神科病院に入院している精神障害者）に保護施

設、矯正施設等に入所している障害者が加えられました。 

 

ᵔ ─  

 障害者に対する理解を深めるため、市町村が行う事業に下記が追加されまし

た。 

ア）障害者に対する理解を深めるための研修・啓発 

イ）障害者やその家族、地域住民等が自発的に行う活動に対する支援 

ウ）市民後見人等の人材の育成・活用を図るための研修 

エ）意思疎通支援を行う者の養成 
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☻ⱦכ◘ ─  

①障害福祉計画に「サービスの提供体制の確保に係る目標」等を必ず定める事

項として追加 

②基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化（ＰＤＣＡ

サイクルにそった障害福祉計画を見直し） 

③市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ把握等を行

うことを努力義務化 

④自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められるよう弾力化

するとともに、当事者や家族の参画を明確化 

 

また、法の施行後 3 年を目途として次のことを検討することとなっています。 

①常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の

就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方 

②障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方 

③障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年

後見制度の利用促進の在り方 

④手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害

のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方 

⑤精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方 
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 第４節 計画の位置づけと期間 

 

 障害福祉計画は、第１節でもふれたとおり「障害者総合支援法第 88 条に基

づく障害福祉サービス等の確保に関する市町村障害福祉計画」であって、障害

福祉サービスの具体的な実施計画として、国の定める基本指針に即し、３か年

を１期として策定することが定められています。 

 本計画は、平成 26 年度末までの実績を踏まえ、平成 27 年度から平成 29 年

度までの３か年計画として、障害者基本法、本村の障害者計画として位置づけ

ている「第３次片品村総合計画」、「片品村地域福祉計画・地域福祉活動計画」

及び「群馬県障害福祉計画・障害者支援計画」との整合を図り策定します。 
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第２章 片品村の現状と課題             

 

 第１節 各種障害者手帳所持者数と障害支援区分認定状況 

 

 

 各種障害者手帳の所持状況をみると、身体障害者手帳所持者が２４４人、療育手帳所持

者が４０人、精神障害保健福祉手帳所持者が１０人となっており、身体障害者手帳所持者

が全体の８割強を占めています。 

 また、各種障害者手帳の延人数（※）は２９４人となり、村の総人口に対する割合は約

６％になります。 

※重複障害により、２種類以上の手帳を所持している場合があり、実人数はこれよりも少

なくなります。 

 

 

 

 平成２６年度末時点（見込）の障害支援区分の認定の状況をみると、認定を受けている

人は１６人おり、障害種別では、身体障害６人、知的障害９人、精神障害１人となってい

ます。区分別にみると、「区分６」が６人（３７．５％）と最も多く、次いで「区分４」

が４人、「区分１」と「区分５」がそれぞれ２人、「区分２」と「区分３」がそれぞれ１

人なっています。  

  

 

 障害支援区分とは、障害のあるご本人それぞれの障害の特性や心身の状態に応じて、ど

のくらいの支援が必要なのかを総合的に示すもので、主に介護が必要とされるサービス（介

護給付）の利用申請をする際に必要になる認定です。非該当及び区分１～６まであり、区

分６が支援の度合いがもっとも高い状態であることを指します。  
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 第２節 福祉に関するアンケート調査 

  

 本計画の策定にあたり本村の障害福祉サービス利用実態や障害福祉に関す

る意識、意向などを把握するため、次のとおりアンケート調査を実施しました。 

  

【調査対象者】 

 平成２６年４月１日現在で６５歳未満の方で、次の①から⑤に該当する方 

  ①身体障害者手帳所持者 

  ②療育手帳所持者（知的障害） 

  ③精神障害者保健福祉手帳所持者 

  ④自立支援医療（精神通院）受給者 

  ⑤特定疾患（難病）医療受給者  

  ※⑤については、平成２６年３月に本村の特定疾患等患者見舞金支給を 

   受けた方 

 合計 １４０名 

 

【アンケート方法】 

 調査対象者に調査票を郵送し、無記名で回答、返信していただく形をとりま

した。調査対象者ご本人が直接回答することが難しい場合には、家族や介護者

の方などがご本人の意向を尊重して記入していただくこととしました。 

 

【回収率】 

 調査対象者１４０名のうち、９９名より回答をいただきました。 

 回収率 約７１％ 
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第３節 アンケート調査から見えてきた課題 

  

 アンケートの集計結果から、下記のとおり課題を４点にまとめました。 

 

╛ ה ─ ≤ ⌐≈™≡ 

   障害のある人が地域で生活するために必要な支援として、通える範囲に障 

害福祉サービス事業所や医療機関があることを望む意見が多くありました。 

  本村は、村内に障害のある人の日中活動や生活訓練の場はなく、専門的な 

機能訓練（リハビリ）等のできる医療機関もありません。そのため、村外の施

設を時間とお金をかけて利用するしかない状況で、通いたくても通えないとい

う人も多いのが現状です。公共交通機関で行ける範囲も限られているため、単

独で移動ができない障害のある人は、保護者や家族の送迎や送迎サービスの利

用が必須です。ただ、本村では、村外まで送迎をしてくれるサービス事業所を

確保するのが非常に厳しい状況であり、送迎をする家族等の負担が大きくなっ

ています。 

  

─ ╛ ┼─ ╩ ╘╢ ⌐≈™≡ 

  障害者差別禁止法・障害者虐待防止法・成年後見制度について、それぞれ 

名称と内容を理解している方は回答者のうち２０％にも達しませんでした。 

また、障害があることで差別や嫌な思いをしたことがある方は、「少しある」 

と答えた方も含めて、回答者の約半数でした。その中で、保育園、学校、職場、

外出先で差別や嫌な思いをされたという方が多く、地域住民に対して様々な生

活場面で障害福祉施策や障害者への理解を深める活動が繰り返し必要である

と考えられます。 

  障害福祉施策についての情報を得る方法として、新聞やテレビ等のメディ 

アを利用している方は回答者のうち４１％であるのに対し、役場の広報や窓 

口を活用している方は回答者のうち１９％でした。新聞やテレビ等の報道か 

らは、比較的情報が得やすいためと考えられますが、より分かりやすい広報 

誌への掲載や個々のケースに応じた窓口での対応、ホームページ活用による 

最新情報の掲載などが求められています。 

  本村では、広報誌へ情報を掲載したり、障害者手帳交付時、障害福祉サー 

ビス利用時等窓口で個々のケースに応じた情報提供を行っていますが、広報 

誌には掲載頻度が少なく、ホームページについてもうまく活用できていない 

現状があります。また、障害者への理解を深める啓発活動は年に１回程度と 

積極的に実施できていません。 
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┼─ ⌐≈™≡ 

  現在、収入を得ていない方のうち、収入を得る仕事をしたいと考えている 

方が回答者のうち３９％いました。また、就労支援に必要なこととして「職場

の理解と配慮」、「通勤手段の確保」という意見が多く寄せられました。 

  本村には、企業自体が少ないこともあり、障害のある人が働きながら地域 

で自立した生活を送ることが厳しい状況にあります。また、就職がかなわな 

かった場合に、日中通っていって作業や就労訓練ができる福祉作業所等もな 

いため、在宅でご家族が障害のあるご本人の面倒を見ながら生活されている 

ケースも多い現状です。障害年金を受給されている方も多くいらっしゃいま 

すが、家族の援助や介助は大きく、特に親御さんが亡くなったときに不安で 

あるという意見も多くあります。村外の障害福祉サービス事業所を利用しよ 

うとすると、作業をして得る収入（工賃）よりも交通費の方が高くなり、どう

しても自己負担が出てしまいます。（１）で挙げた課題と併せて取り組む必要

がある課題と考えます。 

 

⌐≈™≡ 

  困った時に相談するところとして「家族や親戚」という方が回答者のうち 

６８％を占めました。また、「かかりつけの医師や看護師」に相談するという

方は３０％でした。 

  反面、障害福祉サービスを利用する際にサービス等利用計画作成・利用の   

申請受付からサービス支給決定等を行う「相談支援センター」や「役場の障害

福祉担当窓口」へ相談する方は１６％にとどまりました。困り果ててから、や

っと役場に相談にいらっしゃるというケースも多くありますが、それだけ役場

は相談しにくい機関なのだと読み取れます。加えて、今回のアンケート調査で、

障害福祉サービスを利用しようと思っても、どこに相談して良いのかわからず

に困ることがあるという意見もあり、相談支援センターや役場の障害福祉担当

窓口についての周知不足も考えられます。 

   

 

   以上のような課題を踏まえ、地域の実情も十分に考慮しながら、今までの   

障害福祉サービス利用実績、新規の利用者等を見込み、第３章以降の内容を   

策定します。 
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第３章 基本的な方向               

 

 第１節 基本理念 

 

 本計画では、障害者基本法の理念を踏まえ、第３期計画に引き続き「ノーマ

ライゼーションの８つの原則」※の実現に向けた、障害のある方が生きがいを

もち、自立して生活できる地域を目指すこととし、国の基本指針に基づき策定

します。 

※４５頁以降参照 

 

 第２節 計画内容と計画推進にあたっての配慮 

 

 障害福祉サービスには、障害者総合支援法に基づく「自立支援給付」（全国

一律の基準で実施される。）と、「地域生活支援事業」（市町村が地域の実情

に応じて実施される。）があります。また、児童福祉法に基づく障害児支援も

障害福祉サービスに含まれます。 

 自立支援給付は、次頁に示す障害福祉サービス体系図のとおり「介護給付」、

「訓練等給付」、「地域相談支援給付」、「計画相談支援給付」、「自立支援

医療」、「補装具」に分けられます。この中で、自立支援医療、補装具を除い

た障害福祉サービスについて、次に掲げる事項を定めます。 

 (１) 平成 29 年度の目標値の設定 

 (２) 各年度における障害福祉サービスごとの必要量の見込み 

 (３) 前号の見込量の確保のための方策 

 (４) 地域生活支援事業の種別ごとの実施に関する事項 

  

 また、計画の推進にあたっては、第３期計画に引き続き、次に揚げる点に配

慮していきます。 

 （１） 障害のある人の自己決定・自己選択の尊重 

 （２） 障害のある人の家族への支援 

 （３） 個別ケースに応じた支援体制の構築 

 （４） 村を主体とする仕組みと他市町村との連携による仕組みの充実 
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 障害福祉サービス体系図 
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第４章 平成 29 年度の成果目標            

 

 第１節 福祉施設入所者の地域生活への移行 

 

 地域生活への移行を進める観点から、現在、福祉施設に入所している障害者

のうち、グループホームや一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、

平成２９年度末において地域生活に移行する者の数値目標を設定します。 

 国の基本指針においては、「平成２５年度末時点の福祉施設入所者の１２％

以上が地域生活に移行」、「平成２９年度末時点の施設入所者数を平成２５年

度末時点から４％以上削減」とされています。 

 本村においては、定期的に福祉施設入所者の状況を把握しており、施設入所

者の地域生活への移行を進める一方で、入所者それぞれの状況や児童福祉施設

入所者の状況を踏まえ、以下のとおり目標を設定します。 

 

【実績と目標値】 

項  目 数 値 備  考 

【実績】 

平成２５年度末時点の 

施設入所者数 

５ 人 ○平成２５年度末時点において施設入所して

いる障害者の数。 

 

 

平

成

29

年

度

末 

【目標①】 

地域生活移行者数 

  ０ 人 ○施設から、グループホームや一般住宅等に

移行する者の数。 

○国の「基本指針」では、平成２５年度末時

点における施設入所者の１２％以上が、平成

２９年度末までに地域生活へ移行することを

基本とする。 

 

０ 

 

％ 

平成２９年度末における 

施設入所者数 

７  人 ○平成２９年度末時点での施設入所者 

見込数。 

  

【目標②】 

施設入所者数の削減 

－２ 人 ○平成２９年度末時点での施設入所者の削減

目標（見込み）数。 

○国の「基本指針」では、平成２９年度末の

施設入所者数を平成２５年度末時点の施設入

所者数から４％以上削減することを基本とす

る。 

 

－４０ 

 

％ 
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 平成２５年度末時点の施設入所者５人のうち、平成２９年度末までに施設か

ら退所し、地域生活へ移行することができる者は０人、定期的な状況把握や今

回の計画策定にあたってのアンケート調査、また、１８歳未満の障害児から１

８歳以上の障害者となる者の進路などを参考に、平成２９年度末における施設

入所者数を７人と見込みました。 

  

 施設入所者の地域生活への移行を進めるためには、グループホームなどの居

住の場、日中活動・就労など日中に行われる活動への支援、いざというときに

一時的に入所することができる短期入所サービスなど、さまざまな社会資源の

充実が必要です。また、相談支援事業の充実も欠かせません。 

 相談支援事業や既存の社会資源を活用しながら、施設入所者がスムーズに地

域生活へ移行できるよう支援体制を整備していきます。 

 

 第２節 地域生活支援拠点等の整備 

 

 障害者が住み慣れた地域で安心感をもって生活できるよう支援するための

拠点整備を目指し、平成 29 年度における成果目標を設定します。 

 国の基本方針では、「平成 29 年度までに障害者の地域生活を支援する機能

の集約を行う拠点等を各市町村又は各圏域に少なくとも一つを整備する」とし

ています。 

 本村では、利根沼田自立支援協議会等において検討し、利根沼田圏域（片品

村、沼田市、川場村、昭和村、みなかみ町）に「１箇所」整備することを目標

とします。また、地域生活支援拠点等の整備により、次のような機能や体制の

強化を図ります。 

 ①地域生活への移行、親元からの自立等に係る相談 

 ②一人暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供 

 ③短期入所（ショートステイ）の利便性・対応力の向上等による、緊急時の  

受入体制の確保 

 ④人材の確保・養成・連携等による専門性の確保 

 ⑤サービス拠点の整備及びコーディネーターの配置等による地域の体制づ

くり 
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 第３節 福祉施設から一般就労への移行等 

 

 福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、平成２９年度中に一

般就労に移行する者の数値目標を設定します。 

国の指針においては、「福祉施設から一般就労への移行について、平成２４

年度の一般就労への移行実績の２倍」、「就労移行支援事業の利用者数につい

て、平成２９年度末における福祉施設の利用者を平成２５年度末から６割以上

増加」、「就労移行支援事業所のうち、平成２９年度末における就労移行率が

３割以上の事業所を全体の５割以上」としています。 

 本村においては、現在の利用状況や特別支援学校在学生の進路などを勘案

し、平成２９年度に一般就労する者を１人、平成２９年度末における就労移行

支援事業の利用者数を１人とします（次頁に【実績と目標】）。 

 障害者の一般就労を促進するため、就労に関する情報提供や相談体制の整

備、能力開発や訓練の機会の拡充及び雇用の場の開拓による就労の場の確保と

ともに、企業に対する障害者雇用への理解を進め、障害者の働ける場の拡充と

就労の定着を促進するしくみを構築します。 

 アンケート調査でも、自立のための就労訓練や生活訓練の機会を求める意見

が多く、働く力の向上のための訓練や基本的な生活習慣や身だしなみといった

生活面を整えるための訓練の機会の拡充が重要です。 
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【実績と目標】 

項  目 数 値 備  考 

【実績】 

平成２４年度の一般就労への

移行者数 

０ 人 ○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事

業等（生活介護、自立訓練、就労移行支援、

就労継続支援）を通じて、平成２４年度にお

いて一般就労した者の数。 

【実績】 

平成２５年度の就労移行支援 

事業の利用者数 

１ 人 ○平成２５年度末における就労移行支援事業

の利用者数。 

 

 

平

成

29

年

度

末 

【目標①】 

平成２９年度の一般就労

移行者数 

１ 人 ○福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事

業等を通じて、平成２９年度に一般就労する

者の数。 

○国の「基本指針」では、平成２４年度の移

行実績の２倍以上とすることを基本とする。 

－ 倍 

【目標②】 

就労移行支援事業の利用

者数 

１ 人 ○平成２９年度末における就労移行支援事業

の利用者数。 

○国の「基本指針」では、平成２５年度末に

おける利用者数の６割以上増加することを目

指すとする。 

１ 倍 

【目標③】※ 

就労移行率が30％以上の

就労移行支援事業所の割

合 

－ 割 ○国の「基本指針」では、就労移行支援事業

所のうち、就労移行率が３割以上の事業所を

、全体の５割以上とすることを目指すとする

。 

 ※「就労移行率」：ある年度４月１日時点

の就労移行支援事業の利用者のうち、当該年

度中に一般就労へ移行した者の割合。 

※【目標③】については、本村に就労移行支援事業所の設置がないため設定していません。 
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第５章 障害福祉サービス量の見込み         

 平成２７年度から平成２９年度までの各年度の障害者総合支援法に基づく各

サービス（自立支援医療及び補装具は除く）及び児童福祉法に基づく各サービ

ス（１８頁参照）ごとの必要な量の見込みは次のとおりです。なお、平成２６

年度の数値については、作成段階での実績数値を基に、２６年度末の見込み量

を設定したものです。 

 第１節 訪問系サービス 

 

【サービスの内容】 

サ ー ビ ス 名 内          容 

 居 宅 介 護             

 （ ホ ー ム ヘ ル プ ）             

自宅で、ホームヘルパーが入浴・排せつ・食事・掃除等の介護

・援助を行います。 

 重 度 訪 問 介 護             

 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴

、排せつ、食事の介護、外出時の移動支援などを総合的に行い

ます。 

 同 行 援 護             

 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に対し、外出時

において同行し、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む

）、移動の援護等の支援を行います。 

 行 動 援 助             

         

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回

避する為に必要な支援、外出支援を行います。 

 重度障害者等包括支援             介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを

包括的に行います。 

【サービス見込量】 

 現在の支給決定者数を基礎として、これまでの利用実績や新規利用者を見

込み、５つのサービスを一体として算定しています。 

  ○実利用者数 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 居 宅 介 護             人／月  

 

４ 

 

 

４ 

 

 

５ 

 

 

５ 

 重 度 訪 問 介 護             人／月 

 同 行 援 護             人／月 

 行 動 援 助             人／月 

 重度障害者等包括支援             人／月 
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○サービス量 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 居 宅 介 護               時間／月    

 

４３ 

  

 

 

５６ 

 

 

７０ 

 

 

７０ 

 重 度 訪 問 介 護               時間／月   

 同 行 援 護               時間／月   

 行 動 援 助               時間／月   

 重度障害者等包括支援               時間／月   
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 第２節 日中活動系サービス 

 

【サービスの内容】 

サ ー ビ ス 名 内          容 

 生 活 介 護             常に介護を必要とする人に、昼間、排せつ、入浴、食事の介護

等を行うとともに創作的活動又は生産活動の機会を提供します

。 

 自 立 訓 練             

 （ 機 能 訓 練 ）             

自立した日常生活又は社会生活が出来るよう、一定期間、身体

機能の向上のために必要な訓練を行います。 

 自 立 訓 練             

 （ 生 活 訓 練 ）            

  

自立した日常生活又は社会生活が出来るよう、一定期間、生活

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 就 労 移 行 支 援             

 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行い、適性に合った

職場に就労・定着を図ります。 

 就 労 継 続 支 援             

 （ Ａ 型 ・ Ｂ 型 ）             

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに

、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

（Ａ型：雇用契約あり Ｂ型：雇用契約なし） 

 療 養 介 護             医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養

上の管理、看護、介護及び日常生活の援助を行います。 

 短 期 入 所             

 （ シ ョ ー ト ス テ イ ）             

自宅で介護する人が病気などの理由により、施設に短期間の入

所を必要とする人に、短期間、夜間も含め施設で入浴、排せつ

、食事の介護等を行います。 
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【サービス見込量】 

 現在の支給決定者数を基礎として、これまでの利用実績、今後のサービス変

更、特別支援学校の卒業者等の新規利用等を見込み、１人あたりの月平均利用

量も考慮して算定しています。 

 ○実利用者数 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 生 活 介 護                人／月      ６   ８   ８   ８ 

 自 立 訓 練 ( 機 能 訓 練 )                人／月      ０   ０   ０   ０ 

 自 立 訓 練 ( 生 活 訓 練 )                人／月      １   １   １   １ 

 就 労 移 行 支 援                人／月      ０   ０   ２   １ 

 就 労 継 続 支 援 ( Ａ 型 )                人／月      １   １   ０   ０ 

 就 労 継 続 支 援 ( Ｂ 型 )                人／月      ２   ２   ３   ３ 

 療 養 介 護               人／月      ３   ３   ３   ３ 

 短 期 入 所            

 
（ショートステイ）
            

   人／月   

  

  １   ３   ４   ４ 
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 ○サービス量 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 

生 活 介 護             

  人日／月   １２８ １７６ １７６ １７６ 

 

自 立 訓 練 ( 機 能 訓 練 )             

  人日／月     ０   ０   ０   ０ 

 

自 立 訓 練 ( 生 活 訓 練 )             

  人日／月     ８   ９   ９   ９ 

 

就 労 移 行 支 援             

  人日／月     ０   ０  ４４  ２２ 

 

就 労 継 続 支 援 ( Ａ 型 )             

  人日／月    ２０  ２２   ０   ０ 

 

就 労 継 続 支 援 ( Ｂ 型 )             

  人日／月    ４１  ４４  ６６  ８８ 

 療 養 介 護              人日／月    －  －  －  － 

 短 期 入 所            

 
（ショートステイ）
            

  人日／月  

  

８  ２７  ３６  ３６ 

※療養介護については実利用者数の見込みのみとしています。
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 第３節 居住系サービス 

 

【サービスの内容】 

サ ー ビ ス 名 内          容 

 共 同 生 活 援 助             

 （ グ ル ー プ ホ ー ム ）             

共同生活を行う住居で、夜間や休日、相談や日常生活上の援

助を行います。 

 共 同 生 活 介 護             

 （ ケ ア ホ ー ム ）             

共同生活を行う住居で、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の

介護などを行います。 

 施 設 入 所 支 援             施設に入所している人に対し、夜間や休日、入浴、排せつ、

食事の介護などを行います。 

 宿 泊 型 自 立 訓 練             自立した日常生活又は社会生活が出来るよう、一定期間、居

住の場を提供して生活能力の向上のため必要な訓練を行い

ます。 

 

 

【サービス見込量】 

 現在のサービス利用者数を基礎として、これまでの利用実績、児童福祉施設

入所児童や宿泊型自立訓練利用者の移行等を見込んでいます。 

 なお、居住系サービスについては実利用者数の見込みのみとします。 

  

 ○実利用者数 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 共 同 生 活 援 助            

 （ グ ル ー プ ホ ー ム ）             

人／月  ２  ２  ３  ３ 

 共 同 生 活 介 護             

 （ ケ ア ホ ー ム ）             

人／月  ０  ０  ０  ０ 

 施 設 入 所 支 援             人／月  ５  ７  ７  ７ 

 宿 泊 型 自 立 訓 練             人／月  １  ０  ０  ０ 
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 第４節 相談支援  （計画相談支援、地域移行・地域定着支援、障害児相談支援） 

 

【サービスの内容】 

 相談支援は、障害福祉サービスの利用者を対象に、サービスの支給決定を

行う際、各種サービスをどのように利用していくか、日数や時間、複数のサ

ービスの組み合わせ等の調整を行い、サービス等利用計画を作成するととも

に、一定期間後において、サービス利用状況の検証（モニタリング）・計画

の見直しを行う「計画相談支援」と、入所・入院から地域移行に向けた支援

（地域生活準備のための外出への同行・入居支援等）を行う「地域移行支援」、

施設・病院から退所・退院した者、地域で生活している単身の障害者や生活

上の課題を抱える者に、連絡体制の確保や緊急時に相談や訪問等の対応を行

う「地域定着支援」と、障害児通所支援を利用する１８歳未満の障害児を対

象に、計画相談支援と同じように、サービスの利用調整及びサービス等利用

計画の作成等を行う「障害児相談支援」に区別されます。 

 本村の障害福祉サービス支給決定者については、平成２６年度末までにす

べての方が計画相談支援を利用し、サービス等利用計画に基づくサービス提

供がなされていきます。 

【サービス見込量】 

 現在のサービス支給決定者数を基礎として、支給決定の更新や新規利用者、

サービス等利用計画の検証（モニタリング）回数等を見込んでいます。地域

移行支援・地域定着支援については、これまでの実績や入所・入院者の状況

を踏まえ、今後も利用の可能性は低いと見込みました。 

 障害児相談支援については、第４期計画から見込量等を策定しています。 

 

  ○実利用者数 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

  計 画 相 談 支 援             人／月  ３  ３  ３  ３ 

  地 域 移 行 支 援             人／月  ０  ０  ０  ０ 

  地 域 定 着 支 援             人／月  ０  ０  ０  ０ 

  障 害 児 相 談 支 援             人／月  １  １  １  １ 
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○サービス量 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

  計 画 相 談 支 援             人／年 ３０ ４５ ３９ ４２ 

  地 域 移 行 支 援             人／年  ０  ０  ０  ０ 

  地 域 定 着 支 援             人／年  ０  ０  ０  １ 

 障 害 児 相 談 支 援             人／年 １０  ７  ６  ６ 
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 第５節 障害児支援 

 

 【サービス内容】 

サービス名 内  容 

障害児 

通所支援 

児童発達支援 身体障害や知的障害、精神に障害のある児童（発達障害児

を含む）を対象に、日常生活における基本的な動作の指導

や知識技能の向上のために必要な訓練、集団生活への適応

訓練等を行います。 

放課後等 

デイサービス 

学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休

暇中において、生活能力向上のための訓練等を継続的に提

供することにより、自立の促進と放課後の居場所づくりを

推進する事業です。 

 保育所等訪問支援 保育所や集団生活を営む施設に通う発達障害児、その他発

達の気になる児童を対象に、障害児に対する指導経験のあ

る保育士が訪問し、本人や施設職員に対し専門的な支援を

行う事業です。 

医療型 

児童発達支援 

未就学児に対して、日常生活における基本的な動作の指導

、知識技能の向上のために必要な訓練、集団生活への適応

訓練等を行うとともに、治療を行う事業です。 

障害児 

入所支援 

福祉型 

児童入所支援 

（実施主体：県） 

障害のある児童を入所させて、保護、日常生活の指導及び

自活に必要な知識や技能の向上のための指導等を行う事

業です。 

医療型 

児童入所支援 

（実施主体：県） 

医療の必要な児童を入所させて、医療の提供のほか、日常

生活の介護等を行う事業です。 

※障害児相談支援については２９頁以降でサービス量等を見込みました。 
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 【サービス見込量】 

 本計画では、市町村が主体となって実施する障害児通所支援について、これまでの実績

を踏まえ、新規利用者等を見込ました。 

 ○実利用者数 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 児 童 発 達 支 援            

  

人／月  ０  ０  ０  ０ 

 放課後等デイサービス             人／月  ２  ２  ３  ３ 

 保 育 所 等 訪 問 支 援            

  

人／月  ０  ０  ０  ０ 

 医 療 型 児 童 発 達 支 援            

  

人／月  ０  ０  ０  ０ 

 

 ○サービス見込量 

サ ー ビ ス 名 単 位 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

 児 童 発 達 支 援            

  

人日／月  ０  ０  ０  ０ 

 放課後等デイサービス             人日／月 １３ ２８ ４１ ４１ 

 保 育 所 等 訪 問 支 援            

  

人日／月  ０  ０  ０  ０ 

 医 療 型 児 童 発 達 支 援            

  

人日／月  ０  ０  ０  ０ 
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第６章 地域生活支援事業              

 

 第１節 事業の内容 

 

 地域生活支援事業は、地域の実情に応じて、市町村が柔軟に実施する事業

として位置づけられています。 

 この事業には県が行うものもありますが、本村が行う必須事業には、理解

促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支援事業、成年後見制度利

用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業、意思疎通支援事業、日常生活

用具給付等事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援セ

ンター事業があります。また、本村の行う任意事業には、日中一時支援事業、

日中一時支援事業（登録介護者事業、サービスステーション事業）、自動車

運転免許取得費補助事業、自動車改造費補助事業、医療的ケア事業がありま

す。 

 

【必須事業】 

（ア）理解促進研修・啓発事業                                     

 

 地域住民に対して、障害者等に対する理解を深めるための研修や啓発事業を行うもので

す。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

理解促進研修・啓発事業    （実施有無） － 実施 実施 実施 

 

（イ）自発的活動支援事業                                     

 

 障害者等の自立した日常生活や社会生活を目指して、本人や家族、地域住民等による自

発的な取り組みを支援する事業です。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

自発的活動支援事業      （実施有無） － 実施 実施 実施 
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（ウ）相談支援事業                                        

 

 ①障害者相談支援事業 

 障害福祉サービス及びその他のサービスを利用しつつ、障害のある方の有す

る能力や適性に応じ、自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、

地域の障害者の福祉に関するさまざまな問題について、障害者やその家族等か

らの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言等の幅広い支援を行います。 

 また、障害者等に対する虐待防止のための関係機関との調整や権利擁護のた 

めに必要な事業を行います。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

相談支援事業             (委託箇所数) １か所 １か所 １か所 １か所 

 

 ②基幹相談支援センター・市町村相談支援機能強化事業 

 困難ケースへの対応や地域の相談支援事業者への助言・指導を行うため、社

会福祉士、保健師、精神保健福祉士等の専門的職員の配置を行い、相談支援機

能の充実・強化を図る事業です。利根沼田圏域では、基幹相談支援センターを

設置して対応しています。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

基幹相談支援センター     (委託箇所数) １か所 １か所 １か所 １か所 

相談支援機能強化事業     （実施有無） 実施 実施 実施 実施 

 

（エ）成年後見制度利用支援事業                                   

 

  成年後見制度は、判断能力が不十分な者に対し、家庭裁判所へ申し立て、

審判を受けることによって適切な後見人等をつけ、本人の財産管理や身上監護

等を適切に行う制度です。障害福祉の分野では、知的障害者や精神障害者の制

度利用が有効と認められています。 

 本村では、低所得者を対象に、制度利用にかかる審判請求費用や後見人への 

報酬を助成します。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

成年後見制度利用支援事業      (利用実人員) ０人 ０人 １人 １人 
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（オ）成年後見制度法人後見支援事業                               

 

 成年後見制度に基づく後見業務を行う法人について、その安定的な組織体制

の構築や外部の専門職による支援体制の構築など、法人による後見活動を支援 

する事業です。 

 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

成年後見制度法人後見支援事業    (実施有無) － 未実施 未実施 実施 

 

（カ）意思疎通支援事業                                      

 

 第３期計画では「コミュニケーション支援事業」といわれていた事業で、聴

覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障があ

る障害のある方に対して、手話通訳者や要約筆記者の派遣を行い、聴覚等に障

害のある人とその他の人の意思疎通の円滑化を図る事業です。 

 本村では、群馬県聴覚障害者コミュニケーションプラザへ業務委託をして行 

います。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

手話通訳者派遣事業     （利用実人数） １人 １人 １人 １人 

要約筆記派遣事業      （利用実人数） ０人 ０人 ０人 ０人 

手話通訳者設置事業      （実施有無） 未実施 未実施 未実施 実施 

 

（キ）手話奉仕員養成研修事業                                   

 

 手話奉仕員を養成し、日常会話程度の手話表現技術を身につけてもらうこと

により、聴覚障害者との交流を図ったり、意思疎通支援を行う人材を育成・確 

保する事業です。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

手話奉仕員養成研修事業      （回数） ０回 ０回 ０回 １回 
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（ク）移動支援事業                                               

 

 屋外での移動に困難がある障害者等について、外出のための支援を行うこ

とにより、地域での自立生活及び社会参加を促します。 

 本村の移動支援の利用形態としては、個別支援型を想定しています。 

 

 ○サービス見込量（年間）  

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

 

移動支援事業 

      

（実利用者数

） 

０人 １人 １人 １人 

（利用時間） ０時間 ２０時間 ２０時間 ２０時間 

 

（ケ）日常生活用具等給付事業                                   

 

 重度障害者（児）に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具費の給付等

により、日常生活の便宜を図ります。 

 日常生活用具とは、以下の３つの要件を満たす６種の用具をいいます。 

 ・安全かつ容易に使用できるもので、実用性が認められるもの 

 ・日常生活上の困難を改善し、自立を支援し社会参加を促進するもの 

 ・制作や改良、開発にあたって障害に関する専門的な知識や技術を要す  

るもので、一般的に普及していないもの 

 

 ① 介護・訓練支援用具 

  特殊寝台や特殊マット等の障害者（児）の身体介護を支援する用具や障

害児が訓練に用いるいす等であって、利用者及び介助者が容易に使用で

き、実用性のあるもの。 

 

 ② 自立生活支援用具 

  入浴補助用具や聴覚障害者用屋内信号装置等の障害者（児）の入浴、食

事、移動等の自立生活を支援する用具であって、利用者が容易に使用でき、

実用性のあるもの。 

 

 ③ 在宅療養等支援用具 

 電気式たん吸引器や盲人用体温計等の障害者（児）の在宅療養等を支援

する用具であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 
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 ④ 情報・意志疎通支援用具 

 点字器や人口喉頭等の障害者（児）の情報収集、情報伝達や意志疎通等

を支援する用具であって、利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

 

 ⑤ 排泄管理支援用具 

  ストマ用装具等の障害者（児）の排泄管理を支援する衛生用品であって、

利用者が容易に使用でき、実用性のあるもの。 

 

 ⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 

  障害者（児）の居宅生活動作などを円滑にする用具で、設置に小規模 

な住宅改修を伴うもの。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

日常生活用具給付等事業       (件数) 8６件 ８７件 ９９件 ９９件 

 

 

 

 

 

① 介護･訓練支援用具          (件数)  ０件  ０件  ０件  ０件 

② 自立生活支援用具           (件数)  ０件  ０件  １件  ０件 

③ 在宅療養等支援用具         (件数)  ０件  ０件  ０件  ０件 

④ 情報･意思疎通支援用具      (件数)  ０件  １件  ０件  １件 

⑤ 排泄管理支援用具           (件数) ８６件 ８６件 ９８件 ９８件 

⑥ 居宅生活動作補助用具        (件数)  ０件  ０件  ０件  ０件 

※⑤のサービス見込量については、ストマ用装具等１か月分を１件として算定。 
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（コ）地域活動支援センター事業                                   

 

 障害のある人で、就職が困難な人の日中活動の場として、創作的活動や生

産活動の機会の提供、社会との交流促進等の機会の提供などを行います。 

 本村では地域活動支援センターの設置がなく、他市町村の地域活動支援セ

ンターの共同利用をしている状況です。本計画策定において行ったアンケー

ト調査では、就労訓練や生活訓練をしたいという意向が多く、村内への日中

活動の場の整備が急務です。今後、需要を十分調査した上で、現在使用され

ていない（今後使用されなくなる）公共施設の跡地利用も視野に入れ、市町

村協議会等を活用しながら村内設置に向けた検討を積極的に行います。 

  

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

地域活動支援センター事業  (共同利用箇所数) 

(設置箇所数) 

２か所 

０か所 

2か所 

０か所 

２か所 

０か所 

２か所 

１か所 

 

 

 

 

【任意事業】 

（サ）日中一時支援事業                                      

 

 日中において監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要な

障害のある人について、活動の場を提供し社会に適応するための日常的な訓 

練等の支援をするとともに、家族の就労支援及び一時的な休息を図ります。 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

日中一時支援事業         (利用実人員)   １人  0人  0人  0人 

 

（シ）日中一時支援事業（登録介護者事業・サービスステーション事業） 

 

 障害児(者)の介護を行う保護者が一時的に介護ができない場合、あらかじ

め村へ登録を行っている介護者又は、県へ登録を行っている 24 時間対応型サ

ービスステーションに介護を委託することで、障害児(者)の福祉の向上及び

介護者の負担軽減を図ります。 

 介護給付支給決定者以外の者について、日常生活に関する支援や家事に対 

する必要な支援を行います。 
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○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

日中一時支援事業         (利用実人員)  ０人  0人  0人  0人 

 

（ス）自動車免許取得補助事業                                

 

 肢体不自由の身体障害者に対し、普通自動車運転免許の取得に要する費用 

の一部を助成し、就労その他の社会活動への参加を促進します。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

自動車運転免許取得補助事業      (件数)    0件   0件   0件   0件 

 

（セ）自動車改造補助事業                                  

 

 肢体不自由の身体障害者が運転する自動車を当該障害者の運転しやすいよ

うに制御装置（ハンドル、アクセル、ブレーキ等）の改造をする場合、その 

改造費の一部を助成し、就労その他の社会活動への参加を促進します。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

自動車改造費補助事業           (件数)    0件   １件   0件   ０件 

 

（ソ）医療的ケア事業                                    

 

 主治医の指示（意見書）に基づく経管栄養、たんの吸引等、比較的短時間

で、かつ、定時の対応により処置が終了する医療的ケアについて、看護師配

置のない通所施設又は作業所及び保育園、学校等に訪問看護師を派遣し、そ 

の費用を公費負担します。 

 

 ○サービス見込量（年間） 

事   業   名 26年度 27年度 28年度 29年度 

医療的ケア事業           (利用実人員)    0人   0人   0人   0人 
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第７章 サービス見込量確保のための方策      

 本村では、第５章、第６章でサービス量を見込んだ障害福祉サービス・地域

生活支援事業を次の方策により確保するよう努めます。 

 

 （１）障害福祉サービス事業者や関係機関との情報共有・連携 

   障害福祉サービス事業者を確保するため、地域住民のニーズ把握に努

め、障害福祉サービス事業者とニーズの共有を行うことにより、障害のある方  

の必要とするサービスの拡大と、個々の障害特性を理解した人材確保を図  

ります。また、相談支援センター、就業・生活支援センター、各種障害福祉サ

ービス事業者、医療機関、特別支援学校（特別支援学級）等との連携を強化し、

スムーズな情報提供や個別ケースに応じたチームでの支援を行う体制づくり

を促進します。 

 

 （２）相談支援体制の充実・強化 

   障害福祉サービス利用者やその家族が、自らサービス事業所を選択でき  

るよう、地域の社会資源の情報提供をするとともに、利用者の意向や心身  

の状態、生活環境などを十分に考慮し、相談支援事業者とともに、個別ケース

に応じた情報提供や支援を行います。 

   また、計画相談支援を通して、適切なサービスの確保や相談支援事  

業者の相談支援体制の充実・強化を図り、さらに連携を深め、気軽に相談でき

る体制を整備していきます。 

 

 （３）居住の場・日中活動の場等の設置促進 

   障害のある人の地域生活への移行促進や親亡き後に安心して地域で暮

らしていけるようグループホーム等の「居住の場」を、さらに、障害のある  

人が生活リズムを保ち、生きがいをもって活動したり、働くことができる  

よう「日中活動の場」や「就労支援の場」の確保をするため、障害福祉サービ

ス事業者等による、これらの設置促進を図ります。 

 

 （４）利用しやすい交通手段の整備 

   既存の交通機関だけでなく、高齢者など他領域のサービス事業者の行う  

送迎サービス等も含め、障害のある人が利用しやすい交通手段の整備を検  

討していきます。また、村外の障害福祉サービス事業者を利用する方への  

交通費補助も検討していきます。 
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 （５）市町村事業「地域生活支援事業」の積極的実施 

   地域生活支援事業の未実施必須事業については、速やかに実施できるよ  

う検討していきます。また、任意事業についても、地域の社会資源の実情に応

じて柔軟に実施できるよう検討していきます。 

 

 （６）市町村協議会の更なる活用 

   利根沼田圏域市町村で合同設置している市町村協議会「利根沼田自立支  

援協議会」では、市町村障害担当部局の他、県、相談支援事業者を含む障害福

祉サービス事業者、保健・医療関係者、教育・雇用関係者、障害当事者団体な

ど地域の障害福祉関係者が集まり、各機関が対応している個別支援事例の検

討、地域課題の情報共有、社会資源の開発・改善など様々な協議を行っていま

す。 

   今後も利根沼田自立支援協議会を最大限活用し、広域的かつ横断的な連  

携による取り組みを進めていきます。 
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第８章 計画の推進、点検・評価          

 第１節 計画の推進 

 

 本計画の推進において、効果的・総合的な施策の推進を図るため、就労支

援や地域生活への移行支援等の福祉分野だけでなく、保健・医療などの多様

な分野との連携を強化します。 

 計画の内容には、片品村単独で対応できないものも含まれています。国、

県の事業や施設を利用することが必要なものや、近隣の自治体と協働するこ

とにより、より効果的な事業展開を図ることができるものについては、地域

ネットワークの中核に利根沼田自立支援協議会を据え、ネットワークの強化

及び社会資源の構築を推進し、目標達成に向け連携していきます。 

また、障害福祉サービスなどの見込量の確保にあたり、サービス提供事業所

とも連携を密にし、体制の整備や情報の共有を図り、計画を推進します。 

 

 第２節 ＰＤＣＡサイクルによる点検 

 

 国の基本指針においては、ＰＤＣＡサイクルのもとに市町村障害福祉計画

の達成状況の点検及び評価を実施していく必要があります。 

 障害福祉計画の点検・評価については、国の基本指針に即して、毎年度、

計画期間の各年度におけるサービス見込量等について、施設入所者の地域生

活への移行が進んでいるか、一般就労への移行が進んでいるか等、見込量や

目標値の達成状況を点検及び評価し、この結果に基づいて、計画の見直しを

実施します。 
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○評価にあたっての基本的な考え方及び留意点 

・障害福祉サービス等の福祉施策の評価は、単純に見込量や目標値の達成状況

を数値のみで評価をするのは適切ではありません。それは、その人らしい生

活をするためのサービス利用であり、数値目標に近づけるために、サービス

利用の抑制につながることはあってはないことや、限られた特定の人しか利

用サービスの場合、利用状況により全体数に大きく影響を与えることもあり

ます。 

・一方、ひとつの評価尺度として、数値による達成状況を確認することも不可

欠です。数値が低かった場合、供給不足で利用が少なかったのか、認知度が

低いために利用が少なかったのか、類似サービスや代替サービスの利用が多

かったのかなど、背景に焦点をあてた検証が不可欠です。 

○ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 資料：厚生労働省 
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『ノーマライゼーションの８つの原則』 

 

 

◇ノーマライゼーションとは、一日の普通のリズム 

 朝ベッドから起きること 

 たとえ君に重い知的障害があり、身体障害者であっても、洋服を着ること 

 そして家を出、学校か、勤めに行く 

 ずっと家にいるだけではない 

 朝、君はこれからの一日を思い 

 夕方、君は自分のやり遂げたことをふりかえる 

 一日は終わりなく続く単調な２４時間ではない 

 君はあたりまえの時間に食べ、普通の洋服を着る 

 幼児ではないなら、スプーンだけで食べたりはしない 

 ベッドではなく、ちゃんとテーブルについて食べる 

 職員の都合で、まだ日の暮れぬうちに夕食をしたりはしない 

 

◇ノーマライゼーションとは、一週間の普通のリズム 

 君は自分の住まいから仕事場に行き働く 

 そして、別の所に遊びに行く 

 週末には楽しい集いがある 

 そして月曜日にはまた学校や職場に行く 

 

◇ノーマライゼーションとは、一年の普通のリズム 

 決まりきった毎日に変化をつける長い休みもある 

 季節によってさまざまな食事、仕事、行事、スポーツ、余暇の活動が楽しめる 

 この季節の変化のなかでわたし達は豊かに育てられる 

 

◇ノーマライゼーションとは、あたりまえの成長の過程をたどること 

 子供の頃は夏のキャンプに行く 

 青年期にはおしゃれや、髪型、音楽、異性の友達に興味を持つ 

 大人になると、人生は仕事や責任でいっぱい 

 老年期はなつかしい思い出と、経験から生まれた知恵にあふれる 

 

◇ノーマライゼーションとは、自由と希望を持ち、周りの人もそれを認め、尊重してくれ

ること  

 大人は、好きなところに住み、自分にあった仕事を自分で決める 

 家にいてただテレビを見ていないで、友達とボウリングに行く 

 

 

◇ノーマライゼーションとは、男性、女性どちらもいる世界に住むこと 
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 子供も大人も、異性との良い関係を育む 

 十代になると、異性との交際に興味を持つ 

 そして大人になると、恋に落ち、結婚しようと思う 

 

◇ノーマライゼーションとは、平均的経済水準を保証されること 

 誰もが、基本的な公的財政援助を受けられ、そのための責任を果たす 

 児童手当、老齢年金、最低賃金基準法のような保障を受け、経済的安定をはかる 

 自分で自由に使えるお金があって、必要なものや好きなものが買える 

 

◇ノーマライゼーションとは、普通の地域の普通の家に住むこと 

 知的障害だからといって、20 人、50 人、100 人の他人と大きな施設に住むことは 

ない 

 それは社会から孤立してしまうことだから 

 普通の場所で、普通の大きさの家に住めば、地域の人達の中にうまくとけ込める 

 

ベンクト・ニィリエ『ノーマライゼーションの原理』（１９６９年）より 
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